
１．登記事項証明書の添付を省略することができる手続き

① 登記完了届出書【設立】 （NPO法第１3条第2項） …手引きP15

② 定款変更登記完了提出書 （NPO法第25条第7項） …手引きP63

③ 登記完了届出書【合併】 （NPO法第３9条第2項）…手引きP107
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◆上記①～③の各届出書（提出書）を提出する際に、登記事項証明書の添付を省

略することができます。 オンライン申請の場合は、照会番号（登記情報提供サービ

ス）の情報入力やファイル添付をせず、「別送等」にチェックを入れてください。

◆解散届出書、清算人就任届出書、清算結了届出書については、登記事項証明書

の添付を省略することができませんので、ご注意ください。従来通り、登記事項証

明書の提出が必要です。 オンライン申請は、照会番号（登記情報提供サービス）の

情報を入力した場合、登記事項証明書の添付を省略することができます。

（注） 県に提出する場合の対応となります。

権限移譲市町については、各市町に御確認ください。

特定非営利活動促進法（NPO法）に基づき法人の登記事項証明書の添付を求め

る手続きについて、地方公共団体における法人ベース・レジストリの運用登録を受

けましたので、設立登記や定款変更登記等の届出などの際に、登記事項証明書の

添付が省略できるようになりました。

NPO法人の届出等における
登記事項証明書の添付省略について

法人ベース・レジストリ

について

（参考） デジタル庁HP
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